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事業計画、返済計画を作成提出し審査を受ける。

助成金
事前に事業計画が採択される必要がある。計画は新
規性、独自性、実現可能性などが必要。資金使途は実
施要領などで制限されている。完了検査後の精算払
いなので、立て替え払いが発生し資金負担大。
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将来ビジョン、存在価値を
高めるための経営戦略

中小企業の経営戦略は部門戦略、
事業戦略を包含する場合が多い。

実行計画は各業務プロセスをどう
変革するのか5W1Hを決定する。

中小企業が効果的に経営力を向上するための要点
　お客様に喜ばれる商品・サービスを提供するための日常の企業活動には、様々な課題や問題が発生します。その一方で、中小企業はヒト、モノ、カネの経営資
源が不足しているとはいえ、円滑な事業活動を実現し企業が永続していくことが求められています。
　そのためには、常に経営力向上に取り組んでいく必要がありますが、中小企業の経営者にとっては、課題は山積といったことが多々あることと思います。
　本編では、資金も要員もないなかで、課題解決に何から取り組めばよいのか、どのようにすすめていけばよいのかなど、中小企業が課題解決して経営力向上
に取り組む際の要点を紹介します。

◆経営者のリーダーシップが最重要、目的を見失わず、達成の道筋となる経営戦略をもつ。
　百年に一度の経済危機と言われる昨今、内外需が極端に落ち込み、製造業では操業率が３割に落ち込む例も多いなかで、活路を切り開いている中小企業は
存在しています。強い企業は、「新たな製品・サービスの開発・供給・販路拡大」に取り組んでいます。その起点は、市場環境の変化への対応であり、自社の強みを
活かしていることがポイントです。
　これらの中小企業には、環境変化に適応するように戦略も業務も継続的に改善・改革していく仕組みがある他、三つの特徴があります。
　一つ目は、経営者のリーダーシップです。具体的には、経営者自身がチャレンジ精神をもち、創意工夫し、素早い意思決定を行います。
　二つ目は、経営者と社員との連携です。社内に一体感、連帯感の醸成に努めています。
　三つ目は、主力事業がニッチ（隙間）市場を対象としていることです。

　図表1　強い中小企業の重点事項とターゲット市場

　また、資金については、資金不足の状態に
陥ってからの金融機関借入は非常に困難に
なります。
　あらかじめ必要資金額・キャッシュフロー
を算出しておき、自己資金量、金融機関借入
限度額を考慮に入れた余裕をもった資金調
達計画とキャッシュフロー管理が重要です。
　資金計画は、様々な制約条件を考慮に入
れて無理な計画にならないようにしましょ
う。そして、時間がかかればお金もかかるの
で、迅速に対応することが肝要です。

　戦略実行の結果を成功に導くためには、モニタリングが必要です。
　モニタリングとは、①目標値を明確にする。 ②実績値を測定する。 ③目標値と実績値の差異を把握する。 ④差異の原因を分析する。 ⑤原因対策を立案する。
⑥対策を実行する。 の繰り返しです。

　図表５　エヒメセラム様のモニタリング指標設定例

　そして、成功の鍵は実績に加えて状況をモニタリングすることです。目標設定、実施項目の実行方法、モニタリングまでを社員一人一人が自ら考え行動する。
このようなサイクルを、部門、会社レベルへと組織全体に定着させることが成功の鍵と言えるでしょう。

　さて、毎日、「儲からん、儲からん。」と繰り返し
嘆いていても、不況を打破することはできません。
　経営者の皆様、もう一度、真摯な気持ちで現状
を見直し、まだやっていないことがあれば、早速、
取り組んでみましょう。

出典；中小企業白書2009（中小企業庁刊）

　つまり、経営力を向上するためには、経営者のリーダーシップが最も重要です。
　経営者のリーダーシップのなかで、経営者自身が絶対に見失ってはいけないものがあります。
　それは、何のために会社があり何を目指して活動しているかという最終目的です。会社の将来をどうしたいのかという最終目的を常に見据えて活動してこ
そ、「ブレない」活動になります。
　言い換えれば、お客様や社員、地域にとってどのような存在でありたいかなど、その企業の存在価値となる会社の基本軸は、時代や環境が変わろうとも堅持
していくべきものです。
　中小企業こそ環境変化の影響を大きく受ける可能性があり、課題解決のための活動は紆余曲折が予想されます。経営者が目的を見失って、発言や活動内容
に一貫性がなくなると、社員は困惑します。
　経営者が最終目的を見失わないことによって、社員との連携も活発になり社内に一体感や連帯感が生まれ、成果を得られるのです。紆余曲折があっても的
は外さない、いつか必ず的を射抜くという気構えが大切です。
　そして、その最終目的である会社の将来目指す姿をどのように実現するか、達成への道筋が経営戦略となります。経営戦略とは、企業の今後をどうするかと
いう将来目標を設定し、その目標に対していつまでに、何をするか、誰が担当するかを計画することです。したがって、経営戦略の策定・実行とは企業の存在価値
を向上していくことであると言えるでしょう。
　それから、もう一つ忘れてはならないことは、経営者にはこの経営戦略を、社員にも、お客様にも、分かり易く表現し伝える能力が必要であるということです。

◆資金や要員をどのようにやりくりするか。限られた資源のなかで実施
　中小企業が、経営戦略を策定・実行するのにも資金と要員が不足しているケースは多いのではないでしょうか。
　要員不足に対処するためには、プロジェクトチームを編成するのが有効です。仕事のできる人ほど、他からの依頼は集中しますが、会社の今後を左右するわ
けですから、業務に精通し職場でリーダーになれる社員をメンバーにすべきです。
　プロジェクトメンバーは、現状業務をこなしながら進めなければなりません。ですから、上司や同僚など周囲の理解と協力は欠かせません。現状業務に加え
てプロジェクト活動ができるような環境づくりやプロジェクトチームで頑張った人の評価ルールづくりが経営者の役割とも言えます。

　図表２　プロジェクト体制例（エヒメセラム様）

財団法人 えひめ産業振興財団　新事業支援課　西川　昌祐

　図表３　費用と資金調達の考え方例

◆経営戦略の実行手段として、事業計画の認定等の支援制度を活用する。
　中小企業が利用できる支援策には、補助金、融資、税制、専門家によるアドバイスなど多種多様です。このうち最近注目されている支援策として、地域産業資
源活用事業、新連携事業、農商工等連携事業の事業計画認定制度があります。いずれも事業計画策定段階から支援機関の専門家の支援を受けられます。国が
事業計画を認定すると、さらに様々な支援策を活用できるようになり、主にカネとヒトの面で支援を受けられます。
　なお、事業計画の策定は中小企業者が主体となって作成するので、あらかじめ経営戦略企画書や実行計画書を策定しておくと、書類作成にかかる作業負担
を軽減することができるでしょう。
　企業は、経営力を向上するために経営戦略を策定し実行していきます。戦略の内容次第で、どの事業計画認定制度を活用すればよいのかが明確になります。
よって、戦略の実行手段として事業計画認定制度の活用は有効です。ただし、経営者には、手段が目的化しないように認識しておくことが求められます。

　エヒメセラム様の場合は、企業の存在価値を向上すること、即ち顧客の短納期要求と多品種少量生産・納品ニーズに応えるために、「効率的な生産」を実現す
るという経営目標を持っていたのです。この目標実現のために、支援制度である専門家派遣をうまく活用し、IT戦略を策定し実行しているのです。まさに経営戦
略とIT戦略を策定し実行する「IT経営」を実践していると言えるでしょう。

◆成功の鍵は常に実行状況と実績をモニタリングすること
　経営戦略も策定しただけでは何の成果も生みません。実行して結果を出し成果を得るのが経営戦略です。
　中小企業の経営戦略の実践は、現場業務における実施項目の実行が起点です。このため全社目標から部門戦略目標へ、さらに現場業務を担当する社員の目
標までブレークダウンして設定していきます。目標は、一方的な押しつけ又は社員任せではなく、社員一人一人が自ら考え、そして経営者及びプロジェクトチー
ムが検討して設定するとよいでしょう。

　図表４　目標設定の考え方例

　図表６　モニタリングと経営戦略レベルの考え方例

73



個人目標 個人目標個人目標 個人目標個人目標 個人目標個人目標 個人目標

地域力連携拠点
外部専門家（ITコーディネータ等）によるアドバイス

開発ベンダー

プロジェクトテーマ
「碍子製造部門の仕掛品滞留状況及び製造進捗把握」

「メタライズ加工部門のIT化」
プロジェクトメンバー　宇都宮課長、高橋氏、三谷氏

研究開発に必要な費用例

事 業 部 門 目 標

チーム目標

個人目標 個人目標個人目標

チーム目標

個人目標

個人目標 個人目標個人目標 個人目標個人目標 個人目標個人目標 個人目標

事 業 部 門 目 標

チーム目標

個人目標 個人目標個人目標

チーム目標

個人目標

全　社　目　標

戦　略　目　標

効率的な生産

結　果　指　標

仕掛品在庫量の減少

不良率（ロス発生）の減少

先　行　指　標
仕掛品在庫状況の把握できる品番数
適正在庫量を設定できた品番数
作業者別、作業結果の把握

経営者の
チャレンジ精神

経営者による
創意工夫

経営者の素早い
意思決定

従業員と
経営者の連携

従業員による
創意工夫

研究開発活動

マーケティング
活動

外部との連携

中小企業 大企業

企業がイノベーション実現のために重視して行っている取組
（イノベーションの特徴）

あてはまらない

あまりあてはまらない

ややあてはまる

あてはまる

過去10年間の主なイノベーションの担い手
■ほとんど中小企業
■どちらかというと大企業
■そもそも「イノベーション実現」がない

■どちらかというと中小企業
■ほとんど大企業

ニッチ市場におけるイノベーションの担い手

16％

16％

17％

13％

14％

8％

6％

11％

14％

14％

11％

11％

12％

11％

12％

15％

主
力
事
業
は
市
場
が
ニ
ッ
チ（
隙
間
）で
あ
る

13％

15％

14％

21％

31％

24％

20％

19％

23％

17％

16％

17％

21％

26％

24％

20％

12％

18％

26％

24％

プロジェクトオーナー　山本社長

プロジェクトリーダー　二宮常務

調達資金例

自己資金
使途は自由

融　資
事業計画、返済計画を作成提出し審査を受ける。

助成金
事前に事業計画が採択される必要がある。計画は新
規性、独自性、実現可能性などが必要。資金使途は実
施要領などで制限されている。完了検査後の精算払
いなので、立て替え払いが発生し資金負担大。

出資・投資 等

人件費 原材料費

調査旅費 光熱水道代

設備費 試験依頼費

専門家謝金 通信費

工事費用

事業計画、資金計画が重要

個人目標 個人目標個人目標 個人目標個人目標 個人目標個人目標 個人目標

事 業 部 門 目 標

チーム目標

個人目標 個人目標個人目標

チーム目標

個人目標

Ｐ→Ｄ
↑　↓
Ａ←Ｃ

Ｐ→Ｄ
↑　↓
Ａ←Ｃ

Ｐ→Ｄ
↑　↓
Ａ←Ｃ

Ｐ→Ｄ
↑　↓
Ａ←Ｃ

計
画
及
び
目
標
値
の
詳
細
化 モ

ニ
タ
リ
ン
グ
結
果

将来
ビジョン

経営戦略

実行計画

マーケティング
人事・労務 アフターサービス

在庫 請求

企
画

開
発

仕
入

受
注

製
造

出
荷

支援業務

基幹業務

将来ビジョン、存在価値を
高めるための経営戦略

中小企業の経営戦略は部門戦略、
事業戦略を包含する場合が多い。

実行計画は各業務プロセスをどう
変革するのか5W1Hを決定する。

中小企業が効果的に経営力を向上するための要点
　お客様に喜ばれる商品・サービスを提供するための日常の企業活動には、様々な課題や問題が発生します。その一方で、中小企業はヒト、モノ、カネの経営資
源が不足しているとはいえ、円滑な事業活動を実現し企業が永続していくことが求められています。
　そのためには、常に経営力向上に取り組んでいく必要がありますが、中小企業の経営者にとっては、課題は山積といったことが多々あることと思います。
　本編では、資金も要員もないなかで、課題解決に何から取り組めばよいのか、どのようにすすめていけばよいのかなど、中小企業が課題解決して経営力向上
に取り組む際の要点を紹介します。

◆経営者のリーダーシップが最重要、目的を見失わず、達成の道筋となる経営戦略をもつ。
　百年に一度の経済危機と言われる昨今、内外需が極端に落ち込み、製造業では操業率が３割に落ち込む例も多いなかで、活路を切り開いている中小企業は
存在しています。強い企業は、「新たな製品・サービスの開発・供給・販路拡大」に取り組んでいます。その起点は、市場環境の変化への対応であり、自社の強みを
活かしていることがポイントです。
　これらの中小企業には、環境変化に適応するように戦略も業務も継続的に改善・改革していく仕組みがある他、三つの特徴があります。
　一つ目は、経営者のリーダーシップです。具体的には、経営者自身がチャレンジ精神をもち、創意工夫し、素早い意思決定を行います。
　二つ目は、経営者と社員との連携です。社内に一体感、連帯感の醸成に努めています。
　三つ目は、主力事業がニッチ（隙間）市場を対象としていることです。

　図表1　強い中小企業の重点事項とターゲット市場

　また、資金については、資金不足の状態に
陥ってからの金融機関借入は非常に困難に
なります。
　あらかじめ必要資金額・キャッシュフロー
を算出しておき、自己資金量、金融機関借入
限度額を考慮に入れた余裕をもった資金調
達計画とキャッシュフロー管理が重要です。
　資金計画は、様々な制約条件を考慮に入
れて無理な計画にならないようにしましょ
う。そして、時間がかかればお金もかかるの
で、迅速に対応することが肝要です。

　戦略実行の結果を成功に導くためには、モニタリングが必要です。
　モニタリングとは、①目標値を明確にする。 ②実績値を測定する。 ③目標値と実績値の差異を把握する。 ④差異の原因を分析する。 ⑤原因対策を立案する。
⑥対策を実行する。 の繰り返しです。

　図表５　エヒメセラム様のモニタリング指標設定例

　そして、成功の鍵は実績に加えて状況をモニタリングすることです。目標設定、実施項目の実行方法、モニタリングまでを社員一人一人が自ら考え行動する。
このようなサイクルを、部門、会社レベルへと組織全体に定着させることが成功の鍵と言えるでしょう。

　さて、毎日、「儲からん、儲からん。」と繰り返し
嘆いていても、不況を打破することはできません。
　経営者の皆様、もう一度、真摯な気持ちで現状
を見直し、まだやっていないことがあれば、早速、
取り組んでみましょう。

出典；中小企業白書2009（中小企業庁刊）

　つまり、経営力を向上するためには、経営者のリーダーシップが最も重要です。
　経営者のリーダーシップのなかで、経営者自身が絶対に見失ってはいけないものがあります。
　それは、何のために会社があり何を目指して活動しているかという最終目的です。会社の将来をどうしたいのかという最終目的を常に見据えて活動してこ
そ、「ブレない」活動になります。
　言い換えれば、お客様や社員、地域にとってどのような存在でありたいかなど、その企業の存在価値となる会社の基本軸は、時代や環境が変わろうとも堅持
していくべきものです。
　中小企業こそ環境変化の影響を大きく受ける可能性があり、課題解決のための活動は紆余曲折が予想されます。経営者が目的を見失って、発言や活動内容
に一貫性がなくなると、社員は困惑します。
　経営者が最終目的を見失わないことによって、社員との連携も活発になり社内に一体感や連帯感が生まれ、成果を得られるのです。紆余曲折があっても的
は外さない、いつか必ず的を射抜くという気構えが大切です。
　そして、その最終目的である会社の将来目指す姿をどのように実現するか、達成への道筋が経営戦略となります。経営戦略とは、企業の今後をどうするかと
いう将来目標を設定し、その目標に対していつまでに、何をするか、誰が担当するかを計画することです。したがって、経営戦略の策定・実行とは企業の存在価値
を向上していくことであると言えるでしょう。
　それから、もう一つ忘れてはならないことは、経営者にはこの経営戦略を、社員にも、お客様にも、分かり易く表現し伝える能力が必要であるということです。

◆資金や要員をどのようにやりくりするか。限られた資源のなかで実施
　中小企業が、経営戦略を策定・実行するのにも資金と要員が不足しているケースは多いのではないでしょうか。
　要員不足に対処するためには、プロジェクトチームを編成するのが有効です。仕事のできる人ほど、他からの依頼は集中しますが、会社の今後を左右するわ
けですから、業務に精通し職場でリーダーになれる社員をメンバーにすべきです。
　プロジェクトメンバーは、現状業務をこなしながら進めなければなりません。ですから、上司や同僚など周囲の理解と協力は欠かせません。現状業務に加え
てプロジェクト活動ができるような環境づくりやプロジェクトチームで頑張った人の評価ルールづくりが経営者の役割とも言えます。

　図表２　プロジェクト体制例（エヒメセラム様）

財団法人 えひめ産業振興財団　新事業支援課　西川　昌祐

　図表３　費用と資金調達の考え方例

◆経営戦略の実行手段として、事業計画の認定等の支援制度を活用する。
　中小企業が利用できる支援策には、補助金、融資、税制、専門家によるアドバイスなど多種多様です。このうち最近注目されている支援策として、地域産業資
源活用事業、新連携事業、農商工等連携事業の事業計画認定制度があります。いずれも事業計画策定段階から支援機関の専門家の支援を受けられます。国が
事業計画を認定すると、さらに様々な支援策を活用できるようになり、主にカネとヒトの面で支援を受けられます。
　なお、事業計画の策定は中小企業者が主体となって作成するので、あらかじめ経営戦略企画書や実行計画書を策定しておくと、書類作成にかかる作業負担
を軽減することができるでしょう。
　企業は、経営力を向上するために経営戦略を策定し実行していきます。戦略の内容次第で、どの事業計画認定制度を活用すればよいのかが明確になります。
よって、戦略の実行手段として事業計画認定制度の活用は有効です。ただし、経営者には、手段が目的化しないように認識しておくことが求められます。

　エヒメセラム様の場合は、企業の存在価値を向上すること、即ち顧客の短納期要求と多品種少量生産・納品ニーズに応えるために、「効率的な生産」を実現す
るという経営目標を持っていたのです。この目標実現のために、支援制度である専門家派遣をうまく活用し、IT戦略を策定し実行しているのです。まさに経営戦
略とIT戦略を策定し実行する「IT経営」を実践していると言えるでしょう。

◆成功の鍵は常に実行状況と実績をモニタリングすること
　経営戦略も策定しただけでは何の成果も生みません。実行して結果を出し成果を得るのが経営戦略です。
　中小企業の経営戦略の実践は、現場業務における実施項目の実行が起点です。このため全社目標から部門戦略目標へ、さらに現場業務を担当する社員の目
標までブレークダウンして設定していきます。目標は、一方的な押しつけ又は社員任せではなく、社員一人一人が自ら考え、そして経営者及びプロジェクトチー
ムが検討して設定するとよいでしょう。

　図表４　目標設定の考え方例

　図表６　モニタリングと経営戦略レベルの考え方例
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